
1. 冷戦後の世界秩序構想の展開

ユルゲン・ハーバーマス（Jürgen Habermas, 1929-）は
1990年代より国際秩序の立憲化を目指す議論を展開し、グ
ローバル化の進展によって国民国家の自律性がゆるがされ
るなかで、デモクラシーと人権を世界規模で実現するため
の構想を探ってきた。こうした構想はそのつどの時事的な
状況への応答として展開し、強調点の異なる複数の論文と
して発表された。本稿の目的は諸論文にまたがって論じら
れる世界市民的立憲秩序構想を概観し、その特徴と課題、
そして現実的ユートピア論としての側面を考察することで
ある2。
国際秩序の立憲化（Konstitutionalisierung）は、多様に解
釈され得るが3、ハーバーマスの議論にそうならば、理念的
には法による権力の制限がグローバルに実現することであ
り、実際的には平和と人権を中核とする客観的で統一的な
規範―それは同時に多元的で動態的であり得る―の明
示化と、その実効性を支える体制、機関、手続きのグロー
バルな整備を指す。そこにはむろん複数の政治理論上およ
び実際上の課題が存在する。第一に、国際秩序の立憲化は
最も強い意味ではスプラナショナルな強行規範に諸国家が
服すことを意味するがゆえに、主権国家の内政不干渉原則
と対立する。第二に、スプラナショナルに編成された軍事
力、警察力、懲罰システムが存在しないなかで、どのよう
に法に実効性を持たせるのかという問題がある。第三の課
題は正当性の調達である。国民国家の法は、自由で平等な
個人の共同的自己立法という共和主義的思想とそれを実質
化する制度によって、民主的に正当化される。それに対し
てスプラナショナルな法には、法を民主的に支えるデモス
が存在しない。この点と関連して第四に、憲法体制を持つ
世界社会において、距離的、文化的、社会的に大きな差異
を抱える住民同士が、世界市民として感情的な絆を持つこ
とは可能なのか、そもそもそうした感情的絆が必要とされ
るのかについても問われることになる。

本稿ではこれらの課題に対するハーバーマスの対応を検
討する。結論を先取りすれば、第一の内政不干渉原則の問
題についてハーバーマスは、近代国民国家において一体の
ものと捉えられてきた国家主権と人民主権の概念を切り離
し、国家主権の制限は必ずしも人民主権の制限にならない
と主張する（二章一節）。第二の制裁力の問題については、
近代国家の成立過程における権力の文明化のプロセスを振
り返り、この文明化の延長として憲法体制と暴力組織の切
り離しという革新が可能になると論じる。その際、世界市
民的立憲体制は国家と世界市民の両主体による体制とみな
され、諸国家が暴力装置を独占したままスプラナショナル
な憲法に従い世界機関の法執行を担う構想が示される（二
章二節）。第三の正当性の問題と第四の連帯の問題につい
ては、世界市民的立憲体制における二つの次元を区別した
対応が提案される。すなわち、安全保障と人権政策のみを
担うスプラナショナルな「世界機関」（Weltorganisation）
の次元と（三章一節）、環境問題、経済問題、天然資源問
題等をマルチラテラルな交渉枠組のなかで扱う「世界内
政」（Weltinnenpolitik）の次元を分け（三章二節）、それぞ
れに異なる正当性と連帯形式を求めるのである。
ハーバーマスはこのような国際秩序の立憲化を、冷戦終
結期にあたる1989-90年ごろに構想し始めたという [KRP, 

406] [ST, 72]。それはまず、湾岸戦争後の世界の安全保障
問題を扱う「カントの永遠平和の理念」（1995年初出）で
展開される。ハーバーマスは国連憲章と人権規約を参照し
つつ、主権国家の交戦権を制限すると同時に、グローバル
な人権擁護のための武力干渉を含めた介入を可能にするよ
うなスプラナショナルな立憲体制のあり方を探る [EA, 

192-236=190-231頁]。この構想は引き続き、『ポストナ
ショナルな布置』（1998年）および『過渡的時代』（2001年）
所収の諸論考で検討される。その間にハーバーマスは1999

年の NATOユーゴ空爆に際して留保付きの賛意を表した
が [ZÜ, 27-39]、2001年のアメリカ主導のアフガニスタン
攻撃、2003年のイラク侵攻には反対の声を挙げ [GW, 11-
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40=3-48頁, 85-110=119-157頁]、「国際法の試練」4に向き合
う形で、グローバルな立憲体制の必要性を引き続き訴える
ことになる。『引き裂かれた西洋』（2004年）と『自然主義
と宗教の間』（2005年）に収められた諸論考において、ハー
バーマスの直接の目的は、人権擁護を目的とした主権国家
への介入を認めつつも、世界倫理の名のもとに覇権国が善
意で行う単独行動に反対し、「法」形式のもつ手続き的に
保障された普遍性を重視することであった [GW, 113-193= 

161-265頁] [NR, 324-365=349-392頁]。
戦争と平和をめぐるこれらの論考においてハーバーマス
は、世界機関の行為能力強化と正当性不足に対する現実的
な対処として、その機能を安全保障と人権の実現に限定す
るようになる [PN, 160f.] [GW, 107=152頁, 134f.=188-189頁]。
世界機関の役割限定と同時に、やはり国境を越えた対処が
求められる他の分野、たとえば環境、経済、金融、保健等
の課題については、国民国家と（改革後の国連安保理、国
連人権理事会、国際刑事裁判所が中心となる）世界機関の
「中間的レベル」での、（大国と地域レジームが主要アク
ターを務める）マルチラテラルな交渉に任されることに
なった。「世界政府なき世界内政」（Weltinnenpolitik ohne 

Weltregierung）と呼ばれるこの中間レベルの構想は、「ポ
ストナショナルな布置とデモクラシーの未来」（1998）の
後半においてすでに EU論の形で述べられ、その後も検討
が続けられていたが、2004年の EU東方拡大と欧州憲法条
約をめぐる議論を契機に、『ああ、ヨーロッパ』（2008年）、
『ヨーロッパ憲法論』（2011年）、『テクノクラシーに飲み込
まれながら』（2013年）掲載の諸論考においてさらに発展
する。
「世界政府なき世界内政」構想では、EUが世界内政の
主要アクターである地域レジームのモデルケースと位置づ
けられる。EU論におけるハーバーマスの批判は、一方で
規制なき市場至上主義に、他方で EU懐疑派による国民国
家への退却に向けられると同時に、EU推進派の「統治連
邦主義」（Exekutivföderalismus）すなわち、政治エリート
とテクノクラートによる非民主的な政策決定に対しても向
けられていた。地域レジームにおける統治連邦主義に対抗
するため、ハーバーマスは共同政策の民主的制御を訴える
わけだが、その際に必要とされるのは、世界機関が世界市
民のあいだに求める連帯―普遍的道徳に基づく連帯―
とは異なる種類の連帯―政治共同体における互酬性への
期待に基づく連帯―である。民主的制御は地域レジーム
内のみならず世界内政にも求められる。しかし三章二節で
みるように、そこには EU以上の困難が存在する。以下で
は、冒頭に挙げた世界市民的立憲体制の四つの課題に対す
るハーバーマスの立場を順に検討し（二章および三章）、
その位置づけと限界について考察を加え（四章一節）、最
後にその現実的ユートピアとしての特徴とユートピアに向

かう推進力の所在について論じる（四章二節）。

2. 国家主権と制裁力―法の文明化する力

2. 1. �内政不干渉原則の再考―人民主権と国家主権の 
切り離し

国境を越えた安全保障と人権の貫徹のためのスプラナ
ショナルな法と世界機関を構想する際、ハーバーマスはカ
ントの平和論を出発点にする。カントは平和を法に則った
自由の実現ととらえ、国際関係の立憲化を目指して世界共
和国の理念にたどり着く。しかしカントは、強大な権力を
有する共和国が世界規模の専制の危険を有すること、さら
に文化の均一化をもたらすことを危惧し、主権国家間の緩
やかな連盟という代替案を提示することになった。世界共
和国か主権国家の連盟かというカントが示す二者択一に対
して、ハーバーマスはカントの議論の背後にある二つの前
提、主権国家と超国家機関のアナロジーと主権の分割不可
能性という前提に反論を加え、新たな道を見出そうとする
[EA, 193-199=191-197頁] [GW, 125-128=177-180頁] [NR, 

326f.=352頁]。
その際にあらためて参照されるのが、1992年の『事実性
と妥当性』でも検討された、政治権力と法の発展過程にみ
られる強制と規範的妥当要求のあいだの緊張関係である。
主権国家の成立を歴史的にみれば、聖性と伝統と物理的な
暴力手段を背景とした権威主義的権力が登場し、それが自
らの支配を安定させるために法を道具として用いた―法
によって権力を構築した―ことが始まりである。当初は
権威主義的性格を帯びていた支配権力は、法の世俗化と実
定化が進むにつれて合理的に、すなわち理性によって把握
されるようになる。近代の社会契約説はさらに、支配権力
と法の正当性の源泉を、聖性や伝統や単なる力による支配
から、自由で平等な個人が自らの主観的権利を守るために
理性に基いて行う同意へと転換する。民主的な体制設立を
通じた市民の自由の実現というこの社会契約説の理念を、
ついに市民革命が現実に制度化することになった [FG, 170 

-173=168-171頁] [PN, 170-177] [GW, 131=184-185頁] [VE, 

44f.=63-65頁]。自己立法による権力の設立を通じて人民の
権利要求を実現するという共和主義的理念のもとでは、他
国による内政への干渉は、人民の自己決定の棄損を意味す
る。人民の自己決定の範囲は、安全と身体的自由のみなら
ず、国民が望む共同体のアイデンティティと生活形式を維
持することにまで及ぶ [NR, 331f.=357-358頁]。
このような主権国家の歩みにみられるのは、事実として
の支配と制裁力が先に存在し、それが法によって合理化さ
れ、最終的には、人民による制憲という立憲プロセスを経
て、人民主権と国家主権が一体化するという経過である。
それに対して国際法の歴史は逆の経過をたどってきた。
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2004年の論考「国際法の立憲化のチャンスはまだあるだろ
うか」では立憲国家と国際法が以下のように対比される
（同様の対比は以下でも述べられる [GW, 79f.=111頁] [VE, 

45=66-65頁]）。

国際法の立憲化といっても、それは、自然のままに気
ままに行動する国家権力を憲法で馴致するのと同じ論
理の延長線で考えることはできない。法制化によって
国際関係に平和を樹立するための出発点は国際法であ
るが、その古典的形態は、国家と憲法の関係がちょう
ど鏡に映されるように逆の関係になっている。〔…〕
国際法によって構成された諸国家の共同体に、国際法
の諸規則を貫徹させるのに必要な制裁の能力と行為能
力を与える、超国家的な権力がないのである。／〔…〕
厳密な意味での憲法となるには、こうした国際法の主
体からなる共同体の場合には、相互的な法的義務とい
う拘束力が欠けている。契約の当事者たちが政治的に
「立憲化された」共同体のメンバーになるのは、自由
意志にもとづいて自己の主権を制限したとき―こと
に交戦権というその核心的な構成要素を放棄したとき
―だけである。とはいえ、侵略戦争の非合法化を自
由意志にもとづいて宣言することで国家連合（国際連
盟）の加盟国はともかくも一種の義務を自らに課すこ
とになる。そうした義務は、超国家的な強制力がなく
とも、法的慣習や国家間の条約よりも当事者を強く縛
るものとなる。[GW, 131f.=184頁]

国内の立憲化とは異なり国際秩序においては、スプラナ
ショナルな制裁力が不在の状態で、主権国家が自由意志に
基づき、厳密に定義された自衛行為以外の交戦権を（侵略
戦争を非合法化する宣言という形で、少なくとも形式的に
は）放棄する [NR, 332f.=358頁]。そしてその体制を補完す
るために、行為能力をもった国際機関があとから整備され
る。こうした国際機関の行為能力はいまだ十分ではなく、
国際秩序の立憲化を内実化しようとするならば、これらの
国際機関に今後、より強い組織法とより大きなスプラナ
ショナルな権能を与える必要がある [GW, 132=184頁]。
主権国家と国際秩序の成立過程の対比を別の面から見れ
ば、主権国家における立憲化が共和主義モデルに従って理
解されてきたのに対して、国際法の立憲化は自由主義モデ
ルに従って理解する必要があるといえる [GW, 136f.=190-

192頁] [NR, 327-329=353-355頁]。近代国民国家は、人民が
自らに法を与えることで権力を設立するというルソー的な
共和主義モデルによって説明される。しかし近代的主権国
家以前の法的伝統をみれば、たとえばイングランドにおけ
る「法の支配」（rule of law）やドイツにおける「法治国家」
（Rechtsstaat）の概念にみられるように、立憲化は支配諸

権力の相互規制による均衡や権力制限を目指して行われ
た。国際秩序の立憲化は、すでに存在している権力関係の
制度的分割と手続き重視による規制という意味で、この自
由主義モデルの立憲化にあてはまる。
ハーバーマスはここに、カントの二者択一を乗り越える
手がかりを見出す。カントが国家主権を完全に維持したま
まの緩やかな国家間の連盟（そこでは国民国家のレベルで
国家主権と人民主権が一致する）か、ひとつの世界共和国
（そこでは世界国家のレベルで国家主権と人民主権が一致
する）の二者択一に陥ったのは、国際秩序の立憲化につい
ても共和主義モデルに沿って理解したためであったとハー
バーマスは述べる。しかし国際秩序の立憲化を自由主義モ
デルで理解すれば、人民主権と国家主権の不分性を見直す
ことができる。憲法革命をへた国民国家設立において、人
民は自らの自由と権利の実現を求めて法と国家を設立し、
国家公民（Staatsbürger）としての地位を獲得した。しかし
世界社会の複雑化により、国家だけでは市民の自由と権
利、自ら望むアイデンティティや生活形式の確保が困難な
状況が生まれる [NR, 344=370頁]。そこで人民は、今度は
世界市民（Weltbürger）としての法的地位を獲得すべく、
国家主権の制限を法制化することになるが、それは国家の
廃棄や自然状態からの秩序の設立を意味しない。人びとは
国家の枠内で国家公民として権利と自由をすでに一定程度
保障されており、世界市民としての国際秩序の立憲化はそ
の保障をより確実にするために行われる [NR, 331f.=357-

358頁] [PBS, 179]。人民は、国家の憲法の制定主体であり
つつ、同時に世界市民的共同体の憲法体制の設立にもかか
わる。このように捉えれば、世界市民的憲法による国家主
権の制限は、人民主権と矛盾しない。国内で人民の自由と
権利が重大な危機にさらされている場合に、世界市民的共
同体が国家内政に介入することは、人民の自由と権利の侵
害ではなくむしろ実現だからである。

〔国連〕憲章の文面を素直に読むかぎり、古典的国際
法にもとづく介入禁止を追認するように見える第二条
第七項と、安全保障理事会に介入権を認める第七章と
の間には齟齬がある。実際、こうした不整合のため
に、しばしば安全保障理事会はきちんと仕事をするこ
とができなかったし、とりわけ犯罪的な政権や何もし
ないことで実質的に共犯者である政権のもとで人道に
もとる悲惨な事態が生じても主権を盾に取られてしま
えば手出しができなかった。しかし、大規模弾圧、民
族浄化、迫害などが行われたり、餓死や病気の感染を
放置する政策が取られたりするのをただ見ているだけ
で何の介入も行わないならば、国際共同体は、世界の
すべての地域で人権擁護に努めるべしという義務に反
することになる。[NR, 352=377-378頁]
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2005年に書かれた上記の主張と同様の議論はすでに90年代
にもみられる。そこでは、国連憲章における内政不干渉原
則は世界市民的立憲秩序への移行における過渡的状況の反
映であり、人権の保護という原則に従って乗り越えられる
べきだと主張されていた [EA, 208f.=205-207頁]。内政不干
渉原則の背後にあった、民主的に支えられた国家主権こそ
が人民の権利を保障するための唯一の最終的な砦であると
いう前提は、グローバル化の進展による国家の行為能力の
衰退によって、すでに自明性を失っている。そこで国民国
家の不足をスプラナショナルな共同体によって補い、個人
の自由と権利を「世界市民」の権利として保障することが
目指されるのである。
一方で、国内における人民主権が、公共圏、選挙、議会
などの市民参加の制度と、共通の政治文化や生活形式を前
提とするメンバー間の連帯意識によって、共和主義的な自
己立法の内実を与えられているのに対し、自由主義的な権
力関係の規制を通じて生まれてきた世界市民共同体の人民
主権には、民主的なインプットとコントロールの内実が不
足している [GW, 138f.=193-194頁]。正当性と連帯の問題に
関わるこの点については、三章で検討したい。

2. 2. 制裁力―法の文明化する力と憲法制定権力の分有
前節で見たようにハーバーマスは国連憲章のなかに、主
権平等原則に基づいて国家間で結ばれる古典的な国際法の
思想と、安全保障理事会の介入権限にみられるような世界
市民の権利擁護の観点が並立していることに注目する。集
合的主体である国家と個人としての世界市民がともに主体
となるこの構想を念頭に、ハーバーマスは国連を「『諸国
家と市民たち』の共同体」[GW, 133=187頁]と位置づける。
世界市民的憲法体制の構想においても同様に、世界共和国
の構想とは異なり、諸国家はなお多くの権限を自己のもと
に留保する。そのなかには法の実効性を担保するための制
裁力も含まれる。世界市民的共同体（世界機関、改革後の
国連）は自ら軍を持たず、各国が軍事力を独占し続け、そ
のうえで世界市民的共同体が必要とする場合に、各国が自
らの制裁力を用いて世界市民共同体の法執行を担う [ZÜ, 

35] [NR, 332f.=358-359頁]。ハーバーマスは具体的な形と
して、国連が加盟国の軍事力を使用する権限を強化し、議
決方式を常任理事国間の全員一致から多数決へと移行する
よう提案している [GW, 172=236頁]。したがって各国は、
世界市民的共同体への参加後も暴力手段を独占し続けると
はいえ、交戦権を制限されるだけではなく、「犯罪的な国
家や崩壊しつつある国家の暴力から人びとを守るという国
際共同体の義務」[NR, 332=358頁]、すなわち国外におけ
る安全保障と人権上の問題の解決のために軍事力を提供す
る義務を負うことになる。

しかし、制裁力を独占する各加盟諸国が、自らは制裁力
を持たない世界市民的共同体の法に服従し、自らの軍を提
供するという構想は、現実的なものだろうか。ハーバーマ
スはさしあたり、とりわけコスケニエミに依拠しつつ、法
がもたらす規範効果に期待を寄せる [NR, 333=359頁]5。法
制定に伴う討論と、参加者として制度を日常的に実践する
際の理想化によって、条文の精神が法の受け手の内面に浸
透していくと考えるのである [NR, 333=359頁, 347=373頁]。
こうした構築主義的見通しには、実効性に関する批判が当
然に寄せられよう。実際にハーバーマスは、国連の安全保
障理事会は超大国が牽制しあう膠着状態に陥り、司法裁判
所の判決は象徴的意味しか持っていないと、国連の規範的
枠組の機能不全を認めている [EA, 208f.=205-207頁] [KRP, 

424-426]。
それでもなお、ハーバーマスは個人の自由と権利に基礎
をおいた世界市民的立憲体制への歩みを歴史的傾向の延長
上に置き、「世界そのもののうちに理念に対応する経験的
事態がある」[NR, 345=371頁]と示すことで、その現実性
を主張する。2005年と2008年の論説では、現実に先行して
法と制度が整備されることによって、それを実際に機能さ
せるフィクションや想定が真面目に受け取られるようにな
り、各アクターが自らの法に則った行為を理想化すること
で、規範と現実の懸隔が狭まっていくと述べられる [NR, 

347=373頁][AE, 149-151=192-195頁] 。2011年の『ヨーロッ
パ憲法論』では、こうした規範効果による「権力の文明
化」（Zivilisierung der Gewalt）のプロセスが、国民国家の
歴史とともに描がれる。

民主主義的な国家の市民が法にしたがうのは、事実問
題として国家が制裁を科すからという理由だけではな
い。それ以上に、その法が民主的に制定されたもので
あるからこそ、基本的に「正しい」ものとして受け入
れるからなのだ。政治的支配をこのようにして民主主
義的に法制化した結果として、暴力の文明化（Zivili-

sierung der Gewalt）が起きるのだ。それは国民によっ
て選ばれた行政権力は、たとえそれが、警察や軍隊と
いう常駐の暴力手段を使うとはいえ、憲法と法にした
がわねばならないからである。この「ねばならない」
は、事実として強制権力に科された強制手段という意
味ではなく、政治文化的なならわしとしての規範的な
義務なのである。[VE, 57=87頁]

民主的な国家における法の実効性は、国家が持つ制裁力へ
の恐怖ゆえではなく、共同体のメンバーが民主的に制定さ
れた法の規範性を受け入れる「政治文化的なならわし」ゆ
えに担保される。しかもそこでは、市民が法に服するだけ
でなく、暴力手段を有する行政権力そのものが、民主的に
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制定された憲法とその憲法の枠内で立法された法律に自ら
従うことになる。当初は国家主権の権威の源泉であった暴
力手段は、民主的に制定された憲法体制のもとですでに法
の僕となっている [VE, 57f.=87-88頁]。ハーバーマスによ
れば、国際法の立憲化過程は、民主的自己立法により国家
主権が非暴力化されるという、ナショナルなレベルですで
に現実化したプロセスの延長上にある。前節でみたよう
に、市民は自らの主観的権利の実現をもとめ、革命を経て
民主的な国民国家を設立する。そして同じ市民が、国民国
家による保障の行き届かない部分について、今度は世界市
民的共同体に権利の保障を求めることになる。国民国家に
おいて制裁力はすでに民主的に制定された憲法の僕となっ
ているのであり、その歴史的な成功の延長として、諸国家
の暴力装置が世界市民的共同体の憲法にさらに従うことは
不可能ではないはずだという議論である。
むろん、「超国家的な政治的共同体の憲法がその加盟各
国の国家的に組織された暴力から切り離される」[VE, 

59=89-90頁]のであるから、これは権力の文明化過程にお
ける大きな革新ではある。世界市民的立憲体制は、世界市
民的共同体と国民国家という二重の民主的体制を取る。世
界市民的共同体は国家連合の概念を越えたスプラナショナ
ルな権限を有するが、それは各国家が世界連邦の一州にな
ることを意味はしない。憲法改正権力を連邦が有する連邦
制とは異なり、世界機関には加盟国の意志に抗して自らの
権限を拡張したり変更したりする権限（権能への権能）、
すなわち単独で憲法を変える権限が与えられない [NR, 

335=361頁] [VE, 59=90頁]。こうした憲法改正権力のあり
かたに基づいて、ハーバーマスは EUを例にスプラナショ
ナルな機関が加盟国と「根本において分割された憲法制定
権力（eine[] an der Wurzel geteilten konstituierende[] Gewalt）」
を共有していると論じる [PBS, 190]。
強制執行力を加盟諸国がもち、それをスプラナショナル
な憲法体制が縛るという関係は、EUをモデルに説明され
るが [NR, 333=359頁] [VE, 58-61=88-94頁]、連邦制とは異
なり加盟諸国の同意なしにはスプラナショナルな共同体の
憲法改正ができないという点でも、ハーバーマスの世界市
民的共同体の構想は EUをモデルにしている。2007年に署
名されたリスボン条約は、国家間の条約による連合という
成立過程に由来する EUのあり方に対して、EU市民が直
接選出する欧州議会の権限を強めることで、EU市民によ
る共同体という性格を前面に引き出すものだった。条約草
案作成の諮問会議に欧州議会が関与したのみならず、条約
改正についても、改正手続きを定めた48条で、加盟各国議
会、加盟各国政府、欧州委員会に並んで欧州議会が関与す
ることが明記された。こうした EUのありかたをハーバー
マスは、「ヨーロッパの市民」と「ヨーロッパの諸国家」
というふたつの憲法制定主体による主権の「分割共有」と

表現する [VE, 66f.=102頁]。ただし民主主義的に立憲化さ
れた諸国家は各国の国民によって正当性を与えられている
のであるから、憲法制定権力を EU市民と分有するのは、
より正確に言えば、諸国家を構成する国家公民ということ
になる。このように考えると、憲法制定権力の分割共有と
は、実際には共同体の構成員の一人ひとりが、「国民国家
の市民」と「EUの市民」というふたつのパースペクティ
ヴから体制設立にかかわることを意味する [VE, 67-

69=103-107頁] [PBS, 173]6。
世界市民的立憲体制においても同様に、その構成員であ
る人民一人ひとりが、「国民国家の市民」と「世界市民的
共同体の市民」というふたつのパースペクティヴを有し、
それぞれの立場から世界市民的共同体の設立に参加するこ
とになる。このように二重に民主化された世界秩序におい
ては、暴力手段を独占する主権国家が、人民の人権と自由
の実現のために、上位の共同体に服従する。ハーバーマス
はこうして生じる憲法体制と制裁力の切り離しを、権力の
文明化という歩みの延長上にある革新とみなし、一時的に
は揺り戻しを伴うとしても長期的には目指すべき方向性と
して提示するのである。

3. 正当化と連帯

3. 1. �世界機関（安全保障と人権）―普遍的道徳に基づく
正当化と連帯

世界市民的立憲秩序の中核を担う「世界機関」を実現す
るため、ハーバーマスは国連改革の具体的な提案を行う。
現在の国連と同様に世界機関においても、当初は世界市民
法（改革後の国連憲章）に違反する国家も参加を認められ
る。こうした規範と事実性の乖離は、包摂性を確保する為
に不可避の措置とされる [NR, 354f.=379-380頁]。このこと
はしかし、国家と世界市民による憲法制定という構想が、
実態としては一部の国家の主導による改革にすぎないこと
を指す。それゆえこうした世界機関における法的手続きの
規範的拘束力は、正当化の前貸し（Legitimationsvorschuss）
[NR, 356=382頁]ないし先取り （Vorgriff） [ZÜ, 35]によって
支えられざるをえない。この前貸しは、国民国家レベルで
民主主義諸国がたどった模範的歴史によって可能になると
される [NR, 357=382-383頁]。ヨーロッパと北米の憲法革
命と民主的国民国家の成立、それに続くヨーロッパ地域統
合の歩みは、個人の主観的権利を実現するために権力を文
明化するプロセスであった。この歩みを模範とみなせば、
権力の文明化のプロセスは世界社会のレベルにまで拡大す
るはずだ―そのような見通しが、世界機関に正当性を前
貸しするという議論である。
しかし国民国家が、人民による自己立法という共和主義
的思想と、それを実現するための実質的な政治参加のため
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の制度、そして政治的意見形成と意志決定の前提となる共
有された政治文化を具えているのに対して、スプラナショ
ナルな立憲秩序にはそれがない。世界市民的共同体が有す
る民主的正当性は、国民国家のそれよりも薄い。世界共同
体におけるデモクラシーの不足について、たとえばマウス
は、人民主権は世界市民共同体のような大きな規模には拡
大し得ないとし、世界市民共同体の法が国民国家の内政に
干渉するならば、人民主権を棄損することになると批判し
た7。世界市民の地位を、国民主権を侵害するのではなく補
完するものと位置づけるハーバーマスの構想は、こうした
批判への応答でもあった。しかし世界市民の地位に依拠す
る憲法に、民主的な正当性を実質的に担保するための体制
が不足することは否定できない。
そこでハーバーマスは、スプラナショナルな世界機関の
役割を、安全保障と明白な人権侵害の二分野に限定する。
具体的には、攻撃戦争とジェノサイドへの介入、政府や犯
罪組織による大規模な人権侵害に対する住民の保護、失敗
国家における国内秩序の確保、大規模災害による犠牲の回
避等が念頭に置かれている [PN, 160f.] [GW, 107=152頁, 

134f.=188-189頁] [VE, 88=141頁]。当然ながら、当該国家
の意向に反した介入もあり得、場合によっては武力行使も
想定される。
安全と人権にかかわるこうした領域において、世界機関
の決定に正当性を与えるのは、人権の法的性格と、それを
支える道徳の普遍性である。ここで追求されるのは、「と
りわけ『普遍的な』利害であって、それ自身『非政治的』
であり、いっさいの政治文化の相違を超えて、世界中の人
びとがシェアしているもので、それを侵害した場合には、
もっぱら道徳的見地から判断される」[VE, 90=146頁]。「道
徳的」とは定言的であることを意味する。つまり傷ついて
いる者が自分とどのような関係であろうと、あるいはどの
ような属性を持っていようとかかわりなく、人間であれば
誰であれ妥当するという意味で、完全に包摂的かつ普遍的
であることを意味している。
この道徳的根拠が、人権という法的次元に正当性を与え
る。というのも「人権」とは、「人間の尊厳」という道徳
的概念を、強制法という媒体で明示的に表現したものだか
らである [VE, 22=25頁]。人権は普遍道徳にその基礎を有
するが、道徳とは異なり、法の形式をとるがゆえに、開か
れた公正な手続きを必要とする。人権侵害は、制度化され
た手続きに従って、訴追され、立証され、明示された法に
則して判決を下されることで初めて成立する。そのため世
界機関の決定に際して、国連人権理事会と国際刑事裁判所
が果たすべき役割は極めて大きい [GW, 160f.=221-222頁]

[NR, 356=382頁]。
人権に基づく世界機関の決定は、普遍道徳を源泉とする
がゆえに、世界市民の道徳的直観に基づく連帯を可能にす

る [GW, 80=112頁][NR, 357f.=383頁]。それは、犯罪組織や
政府による攻撃戦争や、大規模な人権侵害、ジェノサイド
に対する共通の道徳的な憤り、社会の大混乱や大規模な自
然災害によって犠牲になった者に対する共感といった「否
定的な一致」としてあらわれる。「大規模犯罪行為が明ら
かにされた（また国際刑事裁判所によって訴追された）場
合、それに対する否定的な感情的反応を通じて世界市民社
会が穏やかに連帯するために機能面で必要とされるものに
ついては、もはや克服しがたい障害はない」[GW, 80=112

頁]とハーバーマスは述べる（同様の主張は以下でもなさ
れる [NR, 357f.=383頁]）。

諸国民の共同体としての国連が平和の樹立と人権の保
護という機能に限定されるとすれば、国家内部におけ
る市民の連帯とは違って、世界市民的連帯は、共通の
文化や生活形式という「強い」倫理的な価値評価や実
践に依拠する必要はない。大規模な人権違反や軍事的
な侵略禁止に対する明らかな違反に直面したときに道
徳的な怒りの声が澎湃として発せられるだけで十分で
ある。大量虐殺の行為が認められた際に、それに対す
る一致した感情的な拒否反応だけで、世界市民的な社
会統合には十分である。普遍主義的な正義の道徳が有
する明白な拒否の義務―侵略戦争や人間性に対する
犯罪をしない義務―は、結局のところでは国際裁判
での判決と国連での政治的意志決定に際しての基準に
もなっている。[GW, 141f.= 197-198頁]

こうした反応が世界規模で生じるために必要な世界規模の
公共圏も、電子メディアの発達によって、不十分な形では
あるが形成されたと、ハーバーマスは述べる。それは、各
国のメディアがスプラナショナルな次元でなされる重要な
決定に、自発的に注目し、それが各国の公共圏で反響を呼
び起こすという形をとる [GW, 142=198頁][NR, 357=383頁]。
ただしこの反響は往々にして一時的で、しかも「紙のよう
に薄い」連帯をもたらすにすぎない。しかし安全保障と人
権の分野においては、それを補うだけの道徳的普遍性と、
法的（手続き的）普遍性が存在しているとみなされる。
世界市民的立憲体制の正当性はこのように、民主的自己
決定の内実よりも、むしろ人権という法的概念に依拠し、
さらには人権の源泉である「人間の尊厳」という普遍道徳
を通じて調達されることになる。ハーバーマスはこれが民
主的正当化という点で不足することを自覚し、1990年代か
ら繰り返し、世界議会の可能性についても検討している。
加盟国の代表からなる国連総会を上院とし、世界市民の選
挙によって選ばれた代表を下院として新たに創設するとい
う構想である [ZÜ, 35] [EA, 218=214頁] [KRP, 450] [VE, 92= 

149頁]。選挙は加盟国単位で行うため、民主的手続きによ
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る代表選出が困難な場合は、暫定的に、抑圧されている人
びとの代表として、世界議会が何らかの非国家的組織を指
名することも提案される [EA, 218=214頁]。一方でハー
バーマスは、世界議会の実現には悲観的か、できても遠い
先のこととみなしている [VE, 89=143頁]。その意味でハー
バーマスは安全保障と人権の分野においては、理論におい
ても実現の時間的順序という面においても、民主的正当性
よりも人権と法の貫徹を優先させているといえよう。

3. 2. �世界内政（分配）―互酬性への期待に基づく正当化
と連帯

グローバルな経済・金融市場の民主的制御
スプラナショナルな世界機関の活動分野が限定されるこ
とで、天然資源政策、環境政策、経済政策、保健政策、労
働政策といった領域は、スプラナショナルな次元と国内次
元の中間に任される。ハーバーマスはこの中間的レベルを
「トランスナショナル」なレベルと呼ぶ。この次元のアク
ターは大国と EUのような地域レジームであり、トランス
ナショナルな領域を民間主体の公共圏と捉える通常の用
法8とはずれがある。たしかにハーバーマス自身も、「トラ
ンスナショナル」の語を、国境を越えた経済活動や、
NGOや社会運動によるネットワークを指すために用いる。
ただしこうした用法に加えて、そうした国境を越えた経済
活動や人の移動を制御するための―国際制度論で「イン
ターガバメンタル」（政府間、国家間）、「トランスガバメ
ンタル」（国境を越えた問題領域の所轄官僚間）と呼ばれ
るような9 ―政治的空間も、さらには（EUのように）ス
プラナショナルな機構を介した制御も「トランスナショナ
ル」なものと広義に捉えられている [Vgl. PBN, 169 Fn.6]。
このレベルでの政治として、2004年の論考でイメージさ
れているのは、「グローバルな行為能力をもった大規模な
アクターたちが、世界内政の困難な諸問題、とりわけ世界
経済とエコロジーの問題に、相互調整を超えて建設的に、
常設の会議や交渉システムの枠で対応する」[GW, 134= 

188-189頁]ことであり、具体的にはWTOのような国際機
構や交渉システムを舞台とした、グローバル・プレイヤー
間の妥協形成が念頭に置かれている。こうした行為能力
（代表交渉権や実行力）を持つアクターは、2004年の時点
ではアメリカ以外に存在しないと指摘され（2005年にはア
メリカに並んでロシアと中国も加えられる [NR, 360=386頁]）、
他地域が外交上の行為能力を獲得するために、EUのよう
なスプラナショナルに連合した地域レジームを大陸ごとに
形成することが提案される [VE, 94=152頁]。
この提案は、グローバルな経済・金融市場の機能的強制
のもとで、政治的に行為しうる範囲がますます狭まる状況
にあって、あくまでも政治的

4 4 4

意志決定が可能なアクターを
模索しようとするものである。ここでハーバーマスは、世

界内政とは異なる三つのヴィジョンを論敵としている。一
つ目は「世界規模の私法社会」を認める立場である（代表
的論者としてアン・マリー・スローターが挙げられる）10。
機能的な強制から民間レベルのトランスナショナルなネッ
トワークが自発的に発達し、水平的関係のなかで諸基準の
調和と調整、競争の活性化と規制、諸学習過程の調停と相
互刺激がなされるという議論がそれにあたる。ハーバーマ
スは、機能的強制に伴う自生的な調整ネットワークに過剰
な期待をよせれば、国家主権が機能ごとに自律的な部分的
権力の総和にすぎなくなり、各国民国家内部での民主的議
論との接点が失われ、さらに各国民の共通の利害が何であ
るかを決定する責任主体も存在しなくなると批判する
[NR, 361= 386-387頁]。二つ目の論敵は、専門官僚間での
トランスガバメンタルな取り決めを容認する立場である。
ここでは、国際組織に官僚を派遣する各国政府が民主的に
選ばれた政府でありさえすれば、国内の民主的討論が不在
であっても正当性に問題はないとされ、多数派の意向に沿
うことよりも、高度な専門性が重視される。しかしこうし
た決定様式も、国内の民主的討論を反映する制度を欠くと
いう点で、ハーバーマスからは問題視される [NR, 362f.= 

388-389頁]11。EU論の文脈では、同様の問題が「統治連邦
主義」として批判される。ドイツをはじめとした大国が主
導する欧州理事会の決定が、加盟国の財政・年金・社会保
障等の分配に関わる政策に、当該加盟国の国民の意志に反
して介入することで、民主的正当性が棄損されているとの
批判である。三つ目の立場は、とりわけユーロ危機後に強
まった「国民国家への退却」であり、シュトレークが論敵
として挙げられる。シュトレークはユーロ危機への対応に
おいて、各国政府が金融投資機関の意のままになり、EU

政策を通じて他国の国内財政に非民主的に介入すること
で、民主的統制が失われていると批判し、国民国家レベル
での民主的統制を取り戻すよう主張する。シュトレーク
は、「世界規模の私法社会」と「統治連邦主義」をともに
民主的正当性の不足を理由に批判する点において、ハー
バーマスと陣営を同じくする。ただしハーバーマスはナ
ショナルなレベルへの退却はノスタルジーにすぎないと批
判し、あくまでもグローバルな規模での民主的正当性の実
質化を目指そうとするのである [ST, 138-157=3-36頁]12。
世界市民的立憲秩序の中間レベルでなされる世界内政
は、これら三つの立場に対抗する形で示される。世界内政
においてはまずアクターごとの意志形成が民主的であるこ
とが求められる。主要なアクターとなるべき地域レジーム
にも、国民国家内部におけるのと同等の、「強い」民主的
な正当化が必要とされる。たとえば EUには、国民国家の
枠組みでは対処できない様々な課題に、規制、指令、決定
といった立法によって、共同で対処する制度がすでにある
が、そこでは人権と平和の分野で求められるよりもいっそ
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う踏み込んだ、共同の政治的意志の形成と連帯が求められ
る。そしてその際の民主的正当性は、公共圏、選挙、議会
に代表される市民参加の制度が存在して、はじめて獲得さ
れるものである [GW, 138f.=194頁] [VE, 54=81頁]。地域レ
ジームが国民国家と同様の民主的正当性を得るためには、
立法過程にすべての市民が民主的に参加するための制度が
絶対に必要であると、ハーバーマスは強調する。その際、
民主的正当性を、責任、熟議的正当化、透明性、法治と
いった部分的な要素で代替するような見方は、正当性の切
り下げとしてはっきりと退けられる [VE, 54=81頁]。

世界内政における国境を越えた連帯
地域レジームが共通の意見形成と意志決定を行うために
は、メンバー内での一定程度の政治文化の共有が必要とな
る。ハーバーマスは80年代より、国民国家の多文化化に応
答する形で、「憲法パトリオティズム」というネイション
に拠らない連帯の形を示してきた [EA, 143=142頁]13。それ
は、人民主権や人権といった憲法上の原理に関する自国固
有の歴史にもとづくそのつど異なる解釈を、共同体のメン
バーが共有することから生まれる連帯である。この絆の内
実は実際には、国民国家の社会保障システムによって与え
られていた。互酬性の枠組である社会保障システムを通
じ、基本権の実現というテーマの優先を市民自身が感じ取
ることが、それを可能にする憲法体制への愛着につながっ
てきたのである。こうした社会保障システムの拡充が、埋
め込まれた自由主義のもとでの経済成長によって可能と
なったことも、ハーバーマスは指摘する。

諸権利の体系は、比較的長期間にわたる経済成長とい
う好条件の下で、整備拡張された。誰もが国家市民と
しての地位を、政治的共同体の他の構成員と自らとを
結ぶものとして、また他の構成員と相互依存し相互責
任を負うものとして、認識し評価できた。また私的自
律と公共的自律とが、選ばれた生活方法の再生産と改
良という循環の中で相互に前提となるものであること
を、誰もが知ることができた。国家市民としての権限
を適切に使用することによってのみ私的自由裁量を互
いに公平に制限し合えること、健全な私的領域の土台
の上にのみ政治参加がありうることも、いずれにせよ
だれもが直観的に認めていた。この体制が法律上の平
等と事実上の平等との間の弁証法にとって制度的枠組
みとなること、さらにこの弁証法が同時に市民の私的
自律と国家市民としての自律とを強化することも、実
証されたのである。[EA, 144f.=144頁]

しかしある程度安定した経済成長の下で可能になった社会
保障と連帯感情の間の循環は、グローバル化した経済市場

のもとで行き詰まり、新自由主義的経済政策によって弱体
化しつつある。
国民国家におけるこの連帯の危機を、ハーバーマスはむ
しろ、連帯範囲を国民国家を越えて拡大させる好機ととら
える。社会保障の枠組みのなかで培われてきた国民国家の
連帯は、（ジェノサイドへの怒りのような）道徳的直観に
基づいて世界各地で突発的に表明される連帯―世界機関
が必要とする連帯―とは、異なる性質のものである。
2013年の論考「テクノクラシーに飲み込まれながら」で
は、連帯の概念が、普遍的に妥当する道徳的義務とも、制
裁力と公正な手続きによって課される法的義務とも異な
り、その二つが要求する以上の義務を課すものであると論
じられる [ST, 102f.=79-80頁]。連帯の義務は倫理的義務と
類似しており、それは特定の相手との間に互酬性の期待に
基づいた義務を生じさせる。倫理的義務が、家族や親戚関
係や職能団体といった自然発生的な共同体に関わるのに対
して、連帯がもたらす義務は政治的共同体に関わる。別の
言い方をすれば、連帯とは政治的共同体の社会的なつなが
りの網の目のなかで、「兄弟姉妹的な親交関係」[ST, 

104=81頁]になることを意味する。政治的共同体のなかで
実現されるつながりの網の目は、民族や言語といったネイ
ションの要素よってあらかじめ定められた境界を持つわけ
ではなく、そのつどの歴史状況に応じて、新たに捉えなお
すことが可能である。
ハーバーマスはとりわけブルンクホルストに依拠しつ
つ、近代的な「連帯」の概念史を次のように振り返る [ST, 

108-111=86-88頁]14。それはまず18世紀末フランス革命時
に、キリスト教的人類愛の伝統である「兄弟愛」の概念
と、ローマ的伝統である法的・政治的自由を目指す共和主
義が結びつくことで生まれた。19世紀前半の初期社会主
義、カトリック社会理論、社会民主主義運動は、自然発生
的な共同体（職能団体）が無力化することで失われた人倫
関係を、政治的共同体における連帯として救い出そうとす
るものであった。その具体的なあらわれの一つが、国民国
家における手厚い社会保障制度である。このように振り
返ったうえでハーバーマスは、グローバル化が進展する今
日の世界に新しい連帯の可能性を見る。互酬性を可能にし
ていた国民国家の枠組みが空洞化するなかで、より大きな
政治枠組みに連帯を求めようとする動きである。そのため
にはまず、互酬性を制度化し、政治家、マスメディア、そ
して市民たちが短期的利害ではなく長期的利害を重視する
必要があるとハーバーマスは述べる [ST, 110f.=89頁]。こ
うした動きを支えるため、ナショナルな公共圏を開き、コ
ミュニケーションの網を広げ、国民国家にとらわれたアイ
デンティティを変化させていくことも重視される [VE, 

76=120頁] [PBS, 177]。
上記のような互酬性の予期に基づく連帯と民主的正当化
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の必要性は、世界内政における各アクターの内部の政治的
意見形成と意志決定の条件として検討されたものだった。
したがって、大国と地域レジームからなる各アクターが、
交渉し妥協点をさぐるという世界内政における決定それ自
体の民主的正当性を論じるものではなく、互酬的な連帯関
係を地域レジームを超えて求める議論でもない。その意味
で、世界内政の民主的正当性はあくまでも間接的なものに
留まる。
一方でハーバーマスは、こうした交渉システムが、世界
市民的立憲秩序に組み込まれ、人権という基準を与えられ
ている点に、単なる権力政治を超える可能性を見出す
[VE, 94f.=152-153頁]。この点において、ハーバーマスは世
界議会の実現になお期待を寄せる。たとえば、スプラナ
ショナルな法に定められた人権の保護水準について、世界
議会が議論し、現状に合わせてたえず調整し、その調整し
た最低水準の枠内で、各国が交渉を行うことが提案される
[VE, 95=153頁] [PBS, 179f.]。世界市民的立憲秩序の内部で
の世界内政は、分配をめぐる意見の対立はあるとしても、
最終的には社会的経済的格差を縮小させる方向を目指して
いる。その過程で少しずつ世界各地域の生活水準が近づく
ことで、世界市民のパースペクティヴと国家公民（あるい
は地域共同体の市民）のパースペクティヴが接近していく
ことも、ハーバーマスは期待している。もっとも、ハー
バーマスが世界議会の実現性には懐疑的であることを考え
ると、この構想には留保が必要であろう。

4. �ユートピアに向う推進力 
―「人権」と「人間の尊厳」の懸隔

4. 1. 多層的世界社会構想にみられる課題
上記のようなハーバーマスの構想は何よりも、コスモポ
リタニズムの一類型とみなすことができる。そこでは個人
主義（個人としての人間が構想の中心にあること）、包括
性（あらゆる人間が考慮されていること）、普遍性（あら
ゆる人間が平等に考慮されていること）が志向されてお
り15、その点で集団を個人よりも重視する、あるいは所与
の集団を個人に先立つ前提とするコミュニタリアニズムや
ナショナリズムからは区別される。
それでは、同じく世界市民的志向を持った近年のグロー
バル秩序構想において、ハーバーマスの構想はどのような
位置を占めるだろうか。ツュルンは、世界市民的規範を志
向するグローバル秩序構想を、それが依拠する基本規範と
国家および国際機関の役割を基準に分類し、四つの機構モ
デルを示している16。第一はデモクラシー諸国が内政不干
渉原則を維持したまま世界市民的規範を追求する「デモク
ラシー諸国の政府間協力モデル」である。国際機関はその
際あくまでも国家の制御下におかれ、主権の移譲はなされ

ない。民主的国家の役割を同様に重視するものの共同体独
自の価値を優先させる立場（例えばマッキンタイア）とは
異なり、世界市民的規範を重視する点に特徴があり、代表
的論者としてロールズ、マウス、ダールらが挙げられ
る17。第二は「世界市民的プルーラリズム」と呼ばれるモ
デルである。この構想は主権国家の行為能力の限界を認識
し、デモクラシー、法の支配、人権の三要素からなる世界
市民的規範の重要性を強調しつつも、はっきりとした憲法
体制を提示することを避け、イシューごとに国家、国際機
関等そのつどのステークホルダーが多次元に対応すること
を想定する。こうした立場を唱える論者は多岐にわたり、
ツュルンはその例を法理論（Nico Krisch, Mattias Kumm

ら）、社会学における「第二の近代」論（Ulrich Beck）、マ
ルチレベルガバナンス論（Liesbet Hoogheら）、ステーク
ホルダー・デモクラシー論（Eva Ermanら）、討議デモク
ラシー論（John Dryzek, Rainer Forstら）、複合的世界ガバナ
ンス論（Andreas Føllesdalら）、ポスト帝国主義理論（James 

Tully）に見出している18。第三は「ミニマル世界政府」と
呼ばれる、基本的人権にイシューを限定して主権国家の権
限を移譲し、その他の―たとえば分配に関する―イ
シューについては民主的国家とトランスナショナルな次元
に残し、国際機関の権限を限定する構想である。ハーバー
マスは、ベイツ、ゴーディン、ヘッフェ、リッセらととも
にこの範疇に分類される19。第四は「コスモポリタン・デ
モクラシー」の立場で、ミニマル世界政府と同様に主権国
家から上位次元への権限移譲を唱えるが、移譲対象となる
イシューの範囲はより広く、基本的には国境を越える問題
のすべてに及び、とりわけ分配の問題に重点が置かれる。
ヘルド、アルチブキ、 マルケッティ、 ポッゲらが代表的論
者にあたる20。
二章および三章でみたように、ハーバーマスは国家主権
と人民主権を切り離すことで「デモクラシー諸国の政府間
協力モデル」を乗り越えようとし、「世界市民的プルーラ
リズム」にみられるデモスなき意志形成については民主的
正当性の切り下げであると批判し、さらに、世界機関は民
主的正当化を「前借り」しているという認識ゆえに世界機
関の権限を安全保障と基本的人権に限定することで、「コ
スモポリタン・デモクラシー」からも距離を取っている。
これらを鑑みれば、ツュルンによる機構モデル分類は概観
として有効であろう。ただしハーバーマスが構想する世界
機関においては統治権限の大部分が国民国家に残されるた
め、ツュルンの分類のように世界政府

4 4

と呼ぶことには留意
が必要である。とりわけハーバーマスが「世界政府なき世
界社会」を主張し、それを権力の文明化という大きな歴史
的展望のなかに位置付けていることを考えれば、「政府」
の語の使用は躊躇われる。またハーバーマスはたしかに世
界機関の管轄から分配の問題を除外するが、地域レジーム
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レベルではスプラナショナルな分配政策の必要性を訴えて
おり、ツュルンの分類ではその点が見えにくくなってい
る。
こうした留保をつけたうえで、まずハーバーマスの機構
モデル―すなわちイシューごとに役割分担した世界機
関、地域機構、国民国家による多次元統治という機構構想
が抱える問題について、三点指摘したい。
第一に、世界機関の役割限定についてである。ハーバー
マスはスプラナショナルな世界機関の役割を、安全保障と
人権分野に限定し、その正当性を人権と普遍道徳から導き
出した。しかし、安全保障と人権の範囲はそのように限定
可能だろうか。ハーバーマス自身が肯定的に評価するよう
に、安全保障の概念は紛争解決という狭義の概念から人権
を中心としたより広い概念に変化しつつある。そこでは、
攻撃戦争とジェノサイドへの介入、政府や犯罪組織による
大規模な人権侵害に対する住民の保護、失敗国家における
国内秩序の確保、大規模災害による犠牲の回避というハー
バーマスのリスト [VE, 88=141頁]を越えて、危機の予防、
個人の自由権と参加権の保障（市民的政治的権利）、非人
間的な生活状況からの解放（経済的社会的文化的権利）を
包括的に考慮することが、安全保障上の課題とみなされる
[NR, 349f.=375頁]。このことは人権の範囲にもあてはま
る。ハーバーマスは人間の尊厳という道徳的規範と実定法
で定められる人権の内容の間にはつねに懸隔があることを
指摘し、人権の内実はそのつどの社会が充実させて行くも
のだと論じる [VE, 13-38=10-52頁]。だとすればフレデッテ
が具体例を挙げて指摘するように、その過程で人権の解釈
をめぐる対立が起きることは避けられない21。たとえば
ポッゲが主張するように貧困問題を人権侵害と捉えるなら
ば22、ハーバーマスが世界内政の課題と位置づけた分配の
問題の多くは、世界機関のイシューに書き換えられるであ
ろう。
また、仮に世界機関で対処する人権の範囲を国際人権規
約のような形で明文化したとしても、人権が「大国の国益
の実現の道具と、そのことを覆う隠れ蓑」[VE, 35=46頁]

になってしまう危険は常にある。そうした乱用を避けるた
めハーバーマスは、人権侵害の解釈を国際刑事裁判所と国
連人権理事会の厳格な審査に委ねる。両機関は人権侵害の
解釈を手続き的に、すなわち政治文化に中立的に行うため
の機関とみなされる。しかしこの司法判断が本当に政治文
化に中立でありえるか、特定の政治的文化的価値観や利害
の影響をどのように排除できるのかは、さらに検討する必
要がある。このことは、スプラナショナルな世界機関の正
当性が実定化され法手続きを具えた人権と普遍道徳に依拠
し、直接には民主的に正当化されていないだけにいっそう
深刻である。
たしかに、人民主権の目的は（自己立法によって）個人

の自由と人権を実現することであり、その意味で、世界市
民の地位において人権の実現をめざす世界機関は、人民主
権と矛盾しない。しかし世界規模で恒常的に活発な討論が
行われる世界公共圏や、世界議会が存在しない限り、民主
的正当性の欠如の問題は残り続ける。たとえばショイアー
マンは、ハーバーマスが憲法体制と国家を分離した点を評
価しつつ、世界市民的憲法体制の民主的正当性の追求があ
まりにも容易に断念されていると批判する23。ショイアー
マンのみるところ、ハーバーマスが非政治的な問題とみな
す平和と人権の問題は実際には政治的対立が最も先鋭化す
る場であり、仮に世界機関の管轄領域が「消極的な義務」
にすぎないという主張を認めるとしても、執行能力を持つ
諸国家がその義務を遂行する際の方法と主体は高度に政治
的な問題となる24。国境を越えた討議倫理の適用可能性を
探る牧野も、 法原則の恣意的な解釈・運用への懸念を示し、
グローバルな法規範の次元にかかわるシティズンシップに
関して、 より積極的な民主的正当化の構想を求めている25。
多次元統治構想の課題として第二に指摘すべきは、世界
内政の次元において非国家主体が果たすべき役割があまり
見えてこないことである。ハーバーマスは世界内政の主な
アクターは、大国と地域レジームであると繰り返し述べ
る。それは世界内政が扱う分配の問題が法的というよりは
政治的決定に関わり、それゆえ（活発な公共圏と共通の政
治文化を具えた）国家ないしは地域レジームレベルでしか
獲得しえない、民主的正当性と接続する必要があるためで
ある。こうした立場は、「世界規模の私法社会」への批判
であると同時に、「統治連邦主義」にみられるような「民
主的正当性の切り下げ」への警戒でもあった。インターガ
バメンタルなテクノクラートによる政策形成の正当性を、
民主的な意志形成という従来のインプットによる正当性で
はなく、「責任、熟議的正当化、透明性、法治」といった
スループットの正当性で置き換えようとする立場に、ハー
バーマスは異議を唱える [VE, 54=81頁]。むろん、アウト
プットやスループットに注目する研究の多くは、「世界市
民的プルーラリズム」の立場から、すでに存在しているグ
ローバルな政策形成ネットワークが民主的正当性において
しばしば不足することを問題視し、その民主的正当性を
（民主的意志決定とは別の形で）より高めるためになされ
ている。それでもなおハーバーマスは、経済政策や環境政
策といった政治的に議論のある問題が、大国の政府とテク
ノクラートによって市民の頭越しに決定されてしまうこと
への危機感―そしてその反動から国民国家への退却が生
じてしまうというという危機感を強調する。こうした懸念
には十分な説得力がある。しかし民主的な意志形成を死守
しようとする努力が結果として、民主的正当性において不
利な民間主体や社会運動が国際的な政策決定おいて果たす
役割を低く見積もり、旧態依然としたパワーポリティクス
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を容認することに繋がっているともいえるだろう。
第三に、やはり世界内政に関して、地域レジームを中心
とした構想の妥当性も問われるところである。ハーバーマ
スの世界内政は、スプラナショナルに連合した地域レジー
ムをアクターとすることで、主権国家間に存在する交渉力
と実行力の不均衡が解決されることを前提としている。そ
うした地域レジームのモデルとして、ハーバーマスは EU

に大きな期待を寄せるわけだが、同様の試みが他地域でど
のように実現可能なのかは見えてこない。また、大国と対
等に渡り合えるようなグローバルな交渉力と行為能力を
持った主体が必要だという議論を仮に認めるとしても、そ
のまとまりを地理的に定義することが妥当なのかは、さら
に検討すべきであろう。とりわけ世界内政の主要な課題と
なる分配の問題は、植民地支配という過去と密接につな
がっており、旧宗主国と旧植民地が特定の地域レジームに
偏在する場合、地域内の連帯のみを頼りにしていては、分
配的正義という意味でのグローバル・ジャスティスの問題
と向き合うことは難しくなる。

4. 2. 人権という具体的ユートピア
一方でハーバーマスの世界市民的立憲体制を機構モデル
からのみ評価すれば、思想史的考察に根ざした「現実的
ユートピア」としての側面を見逃すことになる。その点で
EU構想を、「憲法制定権力」の所在から分類するパット
ベルクの議論は参考になる。そこではハーバーマスの EU

論が、「デモイ・クラシー」（複数の民主的国家の国家市民
による政治）とも、「地域コスモポリタニズム」（EU市民
による政治）とも異なる、国家市民と EU市民という二重
の主体を想定する「混合憲法制定権力（pouvoir constituant 

mixte）」論と位置づけられる26。憲法制定権力に着目した
パットベルクの EU解釈類型は、スプラナショナルな共同
体の民主的主体がどこにあるかという問題を扱う点におい
て、国際秩序にも応用可能である。ツュルンが「デモクラ
シー諸国間の政府間協力モデル」と呼んだ機構類型は、民
主的主体の観点から見れば「デモイ・クラシー」に、「地
域コスモポリタニズム」は「コスモポリタン・デモクラ
シー」に対応するといえよう。そして機構モデルとしては
「ミニマル世界政府」に分類されたハーバーマスの構想は、
民主的主体の観点からは「国家市民」と「世界市民」とい
う二重の憲法制定主体を持つ体制として、異なる様相を示
すことになる。
「憲法制定権力」は、シィエスの『第三身分とは何か』
において使用された概念で、憲法体制を国民が新たに作り
出すという構想を示すことで、政治権力の正当性の唯一の
所在を人民に帰すものだった。その前提には、国家権力を
制約する最高法規が存在するという近代的な根本法の思想
があり、その根本法の中核的価値は人間の尊厳と個人の主

観的権利に求められる27。ハーバーマスは2011年の『ヨー
ロッパ憲法論』で、EUの歴史を憲法制定権力の観点から
「目的論的に読み直し、再構成してみる」[VE, 64=98頁]こ
とで、正当性の源泉を EU市民と国家市民という二重の政
治主体に求め、自らの主観的権利の実現を求めて法秩序を
作り上げる能動性を彼らに期待する。実際には「多かれ少
なかれ歴史的な偶然」である体制を、あえて「このように
しようという意図」があったかのように再構成することで
[VE, 64=98頁]、経済・金融システムの強制のもとで深化
してきたグローバルな相互依存関係に、政治的意志形成の
契機を持ち込み、民主的制御を可能にしようとするのであ
る。
一見恣意的にもみえるこのような再構成は、ハーバーマ
スが以前から主張していた、「間主観的に共有された習慣
的実践の解釈と、この習慣的実践に内在する認識上のポテ
ンシャルの合理的再構成とを結び付け」、それによって
「暗黙のうちになされている反事実的な前提を再構成」す
ることで、人々が共有しているユートピア的規範を可視化
する認識方法といえる [AE, 151=194頁]。その意味で「憲
法制定権力」を中心としたハーバーマスの叙述は行為遂行
的な希望のもとになされている。ただしその際に目指され
るのは現行秩序の完全な転覆ではない。ハーバーマスに
とって憲法とは、「世代をこえて進められる制憲として設
立行為を恒常化するプロジェクト」[ZÜ, 136]である。世
界社会の文脈ではそれは国民国家という既存の憲法体制を
維持しつつ、国家公民たちが今度は世界市民の立場からも
世界社会の立憲化を進めるという漸進的な改革―「保守

4 4

的
4

憲法革命（konservative[] Verfassungsrevolution）」[PBS, 

184]―の展望として描かれる。こうした展望は一方では
その保守性が、他方ではその非現実性が批判の対象となる
だろう。しかし、ハーバーマスの構想が妥協的であるの
は、この構想が、人権というユートピア的コンセプトを中
心とした歴史的展開のなかに位置づけられ、いわば過渡的
なものとして捉えられているためである。
その歴史の推進力は、「人間の尊厳」と「人権」の避け
がたい懸隔が生み出すダイナミズムに求められる。三章一
節でみたように、ハーバーマスは―人権を道徳から切り
離された政治的主張と位置づける「人権ミニマリズム」に
反対し28 ―「人権」という法的概念が、「人間の尊厳」
という道徳的概念に源泉を持つことを強調する。人間の尊
厳は、あらゆる人間に無条件に生得の価値を認める道徳的
主張であるが、その保障には人権という実定的で可罰的な
法の形式を必要とする。すなわち尊厳が意味する規範内容
を民主的な立法過程をへて明確化するプロセスが求められ
る。別の言い方をすれば人権は、人間の尊厳のうち、政治
的共同体の自由で平等な成員が互いに尊重し合うべきと認
めた部分であるといえる [VE, 21f.=23-25頁]。人権が持つ
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こうした「道徳と法のどちらにも同時に顔を向ける双
ヤ ヌ ス

面神
の相貌」[VE, 22=25頁]こそが、世界規模での人権の制度
化にむけた推進力を生み出す。人権が法という媒介によっ
て制度化できるのは人間の尊厳の一部分であるために、そ
こにはつねに、実現されないままの道徳的余剰が生じざる
をえない。こうした余剰は、尊厳を傷つけられた者が表明
する憤りを通じて公共圏に顕在化する。屈辱と共感による
憤りは、そのつど人間の尊厳の見過ごされてきた側面を照
らし出し、尊厳の承認を求める共同体内の闘争を呼び起こ
し、その結果、すでに確立した人権の内容がいっそう精緻
化されるとともに、新たな人権規範が発見され制度化され
る。ハーバーマスはこうした発見の例を、自由権、参政
権、社会権、文化権と人権のリストが詳細化してきた歴史
に見出している [VE, 18-20=18-22頁]。
人権概念に付随する「未来に実現するべきものとして時
間的な次元に持ち込まれた〔規範と事実的状態の〕乖離」
[VE, 31=41頁（挿入筆者）]は、国内における人権意識を足
場として、国境を越える推進力を生み出す。人権があらゆ
る人間に平等な尊厳に由来する以上、それは本来、普遍的
で包括的なものでなければならない。しかし人権が可罰的
な実定法によって保護されるためには、民主的な政治共同
体における平等な市民という法的地位が必要である。人民
は主観的権利の実現を求めて憲法体制を定めるが、この政
治的共同体が国民国家のように局地的なものである限り、
人権のもつ普遍性要求との間には矛盾が残る。ここに、世
界社会の立憲化によって世界市民という平等な法的地位を
確立しようとする、民主的な実践に向けた推進力が生まれ
る。
人権と市民権の間の矛盾を世界市民的立憲体制への推進
力とするハーバーマスの立場は、民主的な国民国家で暮ら
しながら十全な市民権を持たない外国人、侵入者、難民、
庇護申請者といった人々の権利の問題を、人権の普遍性に
依拠して論じるベンハビブやバリバールと共通する29。困
窮と差別によって尊厳を傷つけられ屈辱を感じる人々の憤
りが、公共圏における（「弱い」あるいは「強い」）連帯を
促し、民主的な（理性的討論をへた）立法と制度化を通じ
て、人権概念の精緻化と拡大をもたらす―こうしたプロ
セスをハーバーマスは、エルンスト・ブロッホを参照しつ
つ、法=権利に基づく「現実的

4 4 4

ユートピア」の構想とみな
す [VE, 33=44頁]。それは、実現不可能な黄金郷の夢を掲
げるのではなく、屈辱を受けた人々の人間としての尊厳
を、そのつど具体的な制度を通じて取り戻し、民主的な政
治共同体の平等な成員としての法的地位を承認すること
で、ユートピアへの接近を目指す構想である30。
世界機関、世界内政、国民国家からなる憲法体制の構想
は、このプロジェクトの途上に位置付けられるだろう。
ハーバーマスは実践的な理由から世界機関、世界内政、国

民国家の各次元で管轄を分け、世界機関においては最も狭
義の人権のみを扱うと役割限定した。しかし「国内におい
て普遍的人権と局地的市民権の間に存在し続ける緊張が、
国際政治上のダイナミズムの規範的根拠である」[VE, 

36f.=50頁]とハーバーマス自身が述べるように、その推進
力は同じ源泉に由来している。国民国家、世界内政、世界
機関の各次元は、自らの主観的権利の保障を求めた人々
が、市民（公民）としての平等な地位を互いに認め合う形
で、すなわち民主的に定める点において一貫している。人
間の尊厳と人権の間の懸隔が生み出す「ユートピア的な起
爆力」[VE, 35=46頁]によって人権概念の精緻化と拡大が
進み、各次元の立憲化が進展すれば、これらの次元の役割
分担も変わっていくと考えられる。

＊ ハーバーマスの著作については以下の略号を用いて文中に頁数
とともに記し、邦訳の頁数を「=頁」で示す。論集所収の論文
のうち個別に引用したものについては以下に論文名と掲載頁数
を記す。
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J. Habermas’ Konzept der Konstitutionalisierung der Weltgesellschaft: Menschenrechte, Demokratie und Solidarität

Jürgen Habermas plädiert seit den 1990er Jahren für eine 

Konstitutionalisierung der Weltgesellschaft. Angesichts 

der fortschreitenden Globalisierung, die die Autonomie der 

Nationalstaaten schwächt, sucht er nach Möglichkeiten, 

Demokratie und Menschenrechte weltweit zu gewährleisten. 

Die Konstitutionalisierung der Weltgesellschaft bedeutet die 

globale Verwirklichung der Begrenzung von politischer Gewalt 

durch Recht. Konkret geht es um die globale Entwicklung 

des expliziten Rechts und der sie tragenden Institutionen und 

Verfahren. In diesem Beitrag gebe ich einen Überblick über 

Habermas’ Konzept einer weltbürgerlichen Verfassung mit 

vier Schwerpunkten: die Grenzen staatlicher Souveränität, 

das Problem fehlender supranationaler Sanktionsgewalt, 

die Legitimationsquelle und Solidaritätsformen ‒ und 

diskutiere dessen Schwierigkeiten sowie den Stellenwert der 

Menschenrechte als „konkreter Utopie“.

	 Im Hinblick auf die Staatssouveränität und das damit 

verbundene Prinzip der Nichteinmischung in innere Angele-

genheiten, trennt Habermas die Begriffe der Staatssouveränität 

und der Volkssouveränität, die im modernen Nationalstaat als 

ein und dasselbe angesehen wurden, und argumentiert, dass 

Einschränkungen der Staatssouveränität nicht notwendigerweise 

Einschränkungen der Volkssouveränität sind (2. 1.). 

	 Was die Frage der Sanktionsgewalt betrifft, blickt er auf 

den Prozess der Zivilisierung von Gewalt bei der Entstehung 

des modernen Staates zurück und plädiert dafür, dass dieser 

nun auch die Innovation der Trennung von Verfassung und 

Gewaltmonopol ermöglicht. Dabei wird die weltbürgerliche 

Verfassung als ein Regime mit zwei konstituierenden Subjekten, 

den Staaten und den Weltbürgern, betrachtet und eine 

institutionelle Konstellation vorgestellt, in der die Staaten gemäß 

der supranationalen Verfassung für die Rechtsdurchsetzung der 

Weltorganisation zuständig sind, wobei die Staaten das Monopol 

über den Gewaltapparat behalten (2. 2.). 

	 Im Hinblick auf die Frage nach Legitimität und der 

Solidarität wird eine Antwort vorgeschlagen, die zwischen 

zwei Dimensionen des weltbürgerlichen Verfassungsregimes 

unterscheidet. Nämlich eine supranationale Dimension 

der Weltorganisation, die nur für die Sicherheits- und 

Menschenrechtspolitik zuständig ist, und eine Dimension der 

Weltinnenpolitik, die sich mit Umwelt-, Wirtschafts-, Rohstoff- 

und anderen Verteilungsfragen jeweils innerhalb multilateraler 

Verhandlungsrahmen beschäftigt. Zwei Dimensionen erfordern 

unterschiedliche Formen von Legitimität und Solidarität. Die 

Politik in der Dimension der Weltorganisation wird durch das 

gerechte Verfahren der Menschenrechte als Rechtsansprüche 

und die Universalität der Moral als deren Quelle gerechtfertigt 

und durch die eher schwächere Solidarität vorübergehender 

und negativer emotionaler Reaktionen gestützt, die weltweit in 

den einzelnen lokalen Öffentlichkeiten auftreten, wie Mitgefühl 

für die Opfer und Empörung über Verbrechen (3. 1.). Die 

Weltinnenpolitik bedarf der demokratischen Legitimation 

innerhalb der lokalen Regime, die ihre zentralen Akteure sind. 

Dies erfordert Institutionen demokratischer Willensbildung 

und die eher stärkere Solidarität in der Erwartung langfristiger 

Reziprozität (3. 2.).

	 Institutionell handelt es sich bei der oben skizzierten 

Weltbürgerverfassung um ein Mehr-Ebenen-Modell, in dem die 

Zuständigkeiten nach Aufgaben gegliedert sind und staatliche 

Souveränität in begrenztem Umfang auf die Weltorganisation 

und regionale Organisationen übertragen wird. Im ersten 

Abschnitt des letzten Kapitels werden die Schwierigkeiten 

dieser Kompetenzverteilung und die daraus resultierende 

mangelnde demokratische Legitimation der Weltorganisation 

aufgezeigt (4. 1.). Dabei untersuche ich auch die Stellung 

nichtstaatlicher Akteure und die Gültigkeit regional definierter 

Akteure der Weltinnenpolitik. Der letzte Abschnitt weist auf 

den Übergangscharakter der Habermasʼschen Konzeption 
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hin, die als „konkrete Utopie“ in den historischen Prozess der 

demokratischen Konstitutionalisierung zur Gewährleistung der 

Menschenrechte eingeordnet wird (4. 2.).


